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平成２９年災害
左　10月台風21号（紀ノ川：和歌山県紀の川市貴志川町丸栖地先）

近畿地整HPより
下　平成29年 7 月九州北部豪雨（大分県日田市小野地区）

九州地整HPより

Ｈ29発生災害公共土木施設被害（11月30日現在） 13,737箇所 405,169百万円（過去 ５カ年平均 箇所1.15倍、額1.49倍）
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　 明けましておめでとうございます

　会員の皆様を始め関係者の皆様におかれましては、お健やかな新年をお迎えのこととお慶び申し

上げます。

　常日頃から、当協会の業務運営、推進に多大なご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　昨年の国土交通省所管の公共土木施設の被害報告額は、平成29年12月15日現在で直轄、補助合わ

せて、13,869箇所、4,233億円とされています。この額は、過去 5カ年平均に比べ箇所数で1.2倍、

被害額で1.6倍に達するなど、全国各地で甚大な被害となっています。

　これらの災害を振り返ってみますと、 7月の平成29年九州北部豪雨による記録的な大雨による浸

水や山腹崩壊、河川の氾濫、土砂や流木の流出による甚大な被害、 7月22日からの梅雨前線豪雨に

伴う秋田県を中心とした大雨、 9月17日に鹿児島県南九州市付近に上陸し北上した台風第18号や台

風第 5号、台風第21号等、全国各地で大きな被害を伴う各種の災害がありました。

　被災されました方々に心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早い復旧・復興をお祈り申

し上げます。

　近年の傾向として、雨の降り方が局地化・集中化・激甚化し、バックビルディング現象による線

状降水帯による豪雨等、時間雨量50㎜を上回る豪雨が全国的に増加しています。また、南海トラフ

巨大地震、首都直下地震、大規模な火山噴火等の発生が強く懸念されています。

　このような状況の下、災害復旧事業・改良復旧事業の早期・的確な実施、河道特性に応じた災害

年頭のご挨拶

公益社団法人全国防災協会 会長　脇　　雅　史
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復旧事業の実施が、被災地の復旧・復興、再度災害の防止、民生の安定に必要であり、かつ重要な

行政の責務となっています。

　当協会といたしましても、平成26年度から、大規模な災害が発生した場合に災害復旧や改良復旧

計画立案のため、被災自治体から国土交通本省防災課に要請がなされ必要と判断された場合に、無

償で災害復旧技術専門家を派遣する制度を設け、昨年も 4県に延べ18名を派遣したところです。今

後も積極的に派遣してまいる所存ですので、ご活用くださいますようお願いいたします。

　当協会は、本年も公益社団法人として着実な歩みを進めて参る所存でございます。

　会員各位、関係者各位の皆様のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げますとともに、皆様

の益々のご健勝とご多幸をお祈り申し上げまして、新年の挨拶といたします。
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　新しい年を迎えるにあたり、謹んで新春のご挨拶を申し上げます。
　皆様には、日ごろから水管理・国土保全局の所管行政の推進にご支援とご協力を賜り、厚く御礼
申し上げます。

　昨年は、平成29年 ７ 月九州北部豪雨、 ７月22日からの梅雨前線に伴う大雨、台風第18号、21号の
上陸、霧島山（新燃岳）噴火、関東地方や四国地方における渇水など自然災害が相次ぎました。特
に九州北部豪雨では、福岡県、大分県の中小河川等で氾濫が発生したことに加え、土砂や流木の流
出によって甚大な被害が生じました。
　国土交通省では、被災直後の緊急的な対策として、河川や道路の被害状況調査等のためTEC-
FORCE（緊急災害対策派遣隊）を派遣するとともに、災害復旧事業に必要な手続きを効率化する
など復旧の迅速化に向けた支援を行いました。特に、九州北部豪雨により甚大な被害が生じた赤谷
川流域においては、暫定的な対策に加え本格的な改良復旧工事を行うにあたり、流動性の高い土砂
の掘削など、高度な技術力を要することから、先の通常国会で成立した改正河川法により創設した
権限代行を全国で初めて適用し、これらの工事を国が県に代わって実施することとしました。また、
大量の土砂・流木により埋まっている河川について、掘り起こすことなく公共土木施設を災害査定
時に「全損」として扱うとともに、河川等災害復旧事業で実施する改良的な復旧（一定災）を活用
することにより、事務手続き及び地方負担を軽減しました。

　今後、気候変動の影響により頻発・激甚化が懸念される水害・土砂災害・渇水被害、切迫する巨
大地震・津波災害や火山噴火にも備えるため、防災・減災対策をさらに強化する必要があります。「大
災害は必ず発生する」との意識を社会全体で共有し、様々な自然災害に備える「防災意識社会」へ
の転換を図ってまいります。

　頻発する水害に対しては、平成27年12月より「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく取組
みを推進しています。全ての国管理河川とその沿川市町村において、河川管理者・都道府県・市町
村等からなる協議会を平成28年度末までに設置して目標を共有し、ハード・ソフト対策を推進して
まいりました。具体的には、ハード対策として、洪水氾濫を未然に防ぐ対策や逃げる時間を確保す
るための危機管理型ハード対策、ソフト対策として、水害対応タイムラインの策定や洪水情報のプ
ッシュ型情報発信などに取り組んでいます。実際に、昨年の豪雨の際にも、ビジョンに基づく取組
みは実施されており、タイムラインを作成していた市・町から「タイムラインを参考に役場の防災
体制を整えることができた」等の声を聞いています。

年頭所感

防災意識社会への転換の加速化

国土交通省水管理・国土保全局長　山田　邦博
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　水防災意識社会再構築の取組みは、国管理河川を中心に、その取組みを始めましたが、平成28年
８ 月より国管理河川から都道府県管理河川に取組みを拡大することとしました。台風第10号により、
岩手県の小本川で要配慮者利用施設において入居者が逃げ遅れ、犠牲になるという痛ましい被害が
発生したのは、その矢先のことでした。この災害を受け、「中小河川等における水防災意識社会の
再構築を如何に進めていくべきか」について社会資本整備審議会においてご議論いただきました。
これを踏まえ、水防災意識社会再構築の取組みを中小河川も含めた全国の河川でさらに加速させ、
洪水等からの「逃げ遅れゼロ」と「社会経済被害の最小化」を実現するための抜本的な対策を講ず
るため、先の通常国会において水防法等の一部改正を行ったところです。この法改正を受けて、 ６
月には、国・県管理河川において概ね ５年間で実施する各種取組みの方向性、進め方や国の支援等
を緊急行動計画32項目としてとりまとめ、水防災意識社会の再構築に向けた取組みを中小河川も含
めた全国の河川でさらに加速させています。
　また、頻発する洪水や渇水の被害から地域の安全・安心を守るため、既設ダムを運用しながら有
効活用する「ダム再生」を推進します。昨年 ６月に策定した「ダム再生ビジョン」を踏まえ、既設
ダムを最大限に活用したソフト・ハード対策（賢く柔軟な運用×賢く整備）を戦略的・計画的に実
施しています。現在、20のダム再生事業を実施しており、鶴田ダムは今年度に事業完了を予定して
います。平成30年度から、雨竜川ダム再生事業、矢作ダム再生事業、早明浦ダム再生事業の ３つの
新規事業に着手するなど、ダム再生を一層推進してまいります。

　昨年発生した九州北部豪雨等では、これまでに整備した施設は確実に効果を発揮し、被害を防止・
軽減した一方で、中小河川を中心に甚大な被害がありました。これらの豪雨災害の特徴を踏まえて、
昨年 ９月より、全国の中小河川の緊急点検を行いました。この点検の結果を基に、「中小河川緊急
治水対策プロジェクト」として、今後概ね ３年間で土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の
整備、多数の家屋や重要な施設の浸水被害を解消するための河道の掘削等、洪水に特化した低コス
トの水位計の設置などのハード・ソフト対策を推進し、水防災意識社会を再構築するための取組み
を加速させてまいります。
　被災地においては、早期復旧を図るとともに、より災害に強い地域をつくっていくことが求めら
れるため、原形復旧のみならず、再度災害防止を図ることができるよう川幅を広げる等の機能を強
化する改良復旧を推進してまいります。特に、九州北部では、甚大な被害を受けた河川において、「九
州北部緊急治水対策プロジェクト」として、今後概ね ５年間で緊急的・集中的に治水機能を強化す
る改良復旧工事等を河川事業・砂防事業が連携しながら実施するとともに、洪水に特化した低コス
トの水位計の設置、浸水実績や地形情報等を活用したまちづくりの検討を支援してまいります。

　備えるべき自然災害は水害だけに限りません。切迫する南海トラフ巨大地震や首都直下地震に対
しては、「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画」及び「国土交通省首都直下地震対策計画」に
基づき、無電柱化や緊急輸送道路における橋梁、住宅・建築物等の耐震化や地盤の強化、道路・航
路啓開体制の確保、堤防等のかさ上げ・耐震対策、実践的な訓練の実施等により、大規模地震への
対応力の向上を図ります。また、昨年 8月に策定した「東京オリンピック・パラリンピック競技大
会開催に向けた首都直下地震対策ロードマップ」に基づき、首都地域の防災対策に万全を期してま
いります。

　気候変動の影響による水害・土砂災害・渇水被害の頻発・激甚化、切迫する巨大地震・津波災害
等が懸念されているところですが、国土交通省の「現場力」を最大限活用し、国民の生命と財産を
守るため、全力を挙げて、防災・減災対策に取り組んでまいります。皆様の引き続きのご支援とご
協力を心からお願い申し上げます。
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　新春を迎え、謹んで新年のご挨拶を申し上げます。

　昨年は、平成29年 7 月九州北部豪雨をはじめ、 4つの台風が日本に上陸し、各地で浸水被害や土

砂災害等が多発するなど、自然災害による甚大な被害が発生しました。特に、平成29年 7 月九州北

部豪雨では、福岡県、大分県において、大量の土砂や流木の流出等により、甚大な人的・物的被害

が発生しました。

　公共土木施設被害については、全国で13,869箇所、被害額は4,233億円に上りました（12月15日

時点）。国土交通省では、直轄施設の応急復旧を行うとともに、被災した自治体を支援するため

TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）のべ4,958人・日を、26道県、72市町村に派遣し（12月11日時点）、

被害状況調査、二次災害の防止、道路啓開等を実施しました。また、警察、消防、自衛隊等に対し、

救命・救助活動の安全確保への技術的助言を行うなど、関係機関と連携し、災害による被害を最小

限にすべく総力を挙げて対応しました。

　さらに、被災した自治体の早期復旧を支援するため、災害復旧の迅速化に向けて、机上査定額の

引き上げ、採択保留額の引き上げ、設計図書の簡素化を行い、災害査定の効率化（簡素化）を実施

しました。加えて、特に被害が大きかった自治体に対しては、本省災害査定官を派遣し、復旧方針・

工法決定に向けた技術的指導や助言のみならず、背後地の状況や被災原因の現地の状況を踏まえ、

再度災害防止を図る改良復旧の復旧方針・工法の技術的指導も実施しました。甚大な被害を招いた

九州北部豪雨災害では、大量の土砂等による埋塞が著しい河川等について、施設を「全損」として

扱うことで事業を採択し、本格的な災害復旧事業に早期に着手できることとなりました。また、広

範囲にわたって被災し土砂等で埋塞している河川については、一定計画に基づいて改良的に復旧す

る「一定災」として事業を採択し、査定設計書の作成などの事務手続き及び地方負担の軽減を図り

ました。

年頭挨拶

国土交通省水管理・国土保全局防災課長　佐藤　克英
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　貴協会におかれては、登録された災害復旧技術専門家を福岡県や秋田県等の被災自治体に派遣し、

国土交通省と一体となって活動いただいたことに深く感謝します。

　このような災害発生時の応急対応や災害復旧の取組みとともに、頻発・激甚化する水災害、切迫

する南海トラフ巨大地震や首都直下地震に対する取組みを加速しています。

　まず、水災害に関する防災・減災対策については、大規模水害時の社会経済の壊滅的な被害回避

に向け、東京・名古屋・大阪において、地方整備局が中心となり、企業等と連携して、停電や鉄道

の不通など浸水区域外にも及ぶ被害想定や対策計画を公表しました。これを踏まえ、「水防災意識

社会」再構築の取組みを加速させ、大規模水害による壊滅的な被害を回避し、「社会経済被害の最

小化」を実現するため、浸水継続時間の短縮、企業等の事業継続やインフラ・ライフライン事業者

の早期復旧等を図るよう、ハード・ソフト一体となった防災・減災対策を、省の総力を挙げて進め

ています。一方、南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策については、「防災意識社会」への転換

の取組みを加速させ、南海トラフ巨大地震・首都直下地震の対策計画をより具体的で実践的なもの

とし、それぞれの地震への対応力の一層の向上を図るとともに、対策計画の実施状況のフォローア

ップを行いながら、省の総力を挙げて切迫する巨大地震への対策を進めています。

　特に、東京オリンピック・パラリンピックの開催が 2年後に迫り、大会の開催を支えるため、具

体的なアクションプランを示した「東京オリ・パラ開催に向けた首都直下地震対策ロードマップ」

に基づき、限られた時間の中で関係各局が一体となって必要な対策に万全を期してまいります。

　さらに、災害対応力の強化を図ることを目的に、出水期に備えた総合水防演習、大規模地震を想

定した地震防災訓練、津波災害を想定した大規模津波防災総合訓練をはじめ、実践的な防災訓練を

国、自治体、関係機関等と一体となって実施しています。「防災の日（ 9月 1日）」には、首都直下

地震を想定した国土交通省緊急災害対策本部運営訓練等を実施するとともに、「津波防災の日（11

月 5 日）」には、九州地方で過去最大規模の関係機関の参加の下、宮崎県を会場として大規模津波

防災総合訓練を実施しました。訓練においては過去最大規模となる200人を超える外国人を含む約

3,000人が参加し、避難訓練、救命・救助訓練、道路啓開訓練等を行うとともに、これまでに培っ

てきた我が国の防災の知識や技術を世界に向け発信しました。

　国土交通省は、災害発生時には応急対応や災害復旧を迅速に進めるとともに、省の総力を挙げて

取組むべき大規模災害に対しては、計画のフォローアップや訓練を通じ、さらに対策を強化してま

いりますので、ますますのご支援、ご協力をお願いいたします。

　結びに、貴協会のご発展と会員の皆様のご健勝をお祈り申し上げ、新年のご挨拶とさせていただ

きます。
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九州北部豪雨における甚大な被害を踏まえた
災害復旧事業の適用拡充について初採択

平成29年12月 1日 水管理・国土保全局防災課

●九州北部豪雨において、大量の土砂・流木で埋塞した河川で、公共土木施設を「全損」と扱うこ
とで災害査定を実施し、事業採択しました。（全国初の制度適用）
　この結果、災害復旧事業への着手が大幅に迅速化されます。
●また、広範囲にわたって被災し埋塞している河川について、著しく被害を受けた一連区間を川幅
を拡げるなど一定の計画に基づいて行う災害復旧事業である「一

いっ

定
てい

災
さい

」（国庫負担率 2 / 3 以上）
として初めて事業採択し、査定設計書の作成などの事務手続き及び地方負担の軽減を図ります。

○　実施河川
⑴　埋塞の著しい施設を「全損」扱い（全国初の制
度適用）
　北
きた

川
がわ

、白
しら

木
き

谷
だに

川
がわ

、赤
あか

谷
たに

川
がわ

・乙
おと

石
いし

川
かわ

・大
おお

山
やま

川
がわ

等
※朝倉市管理河川についても災害査定に着手済み。今後、順
次災害査定を実施。

⑵　今回新たに事業採択
①一連区間で埋塞が著しい河川を災害復旧事業
〈一定災※〉で採択

　　　河川の一定災採択は平成23年東日本大震災
　　　以来 6年ぶり、埋塞が著しい河川の洪水対
　　　応としては初めての採択
　　北

きた

川
がわ

、白
しら

木
き

谷
だに

川
がわ

、赤
あか

谷
たに

川
がわ

・乙
おと

石
いし

川
かわ

・大
おお

山
やま

川
がわ

②水系内の支川を一つのまとまりとみなして災害
復旧助成事業※として採択

　　桂
かつら

川
がわ

水系：桂
かつら

川
がわ

、荷
いない

原
ばる

川
がわ

、新
しん

立
たて

川
かわ

、妙
みょう

見
けん

川
がわ

　　大
おお

肥
ひ

川
がわ

水系：大
おお

肥
ひ

川
がわ

、宝
ほう

珠
しゅ

山
やま

川
がわ

※一定災：広範囲にわたって被災し、その被災の程度が激
甚であり、その被災施設を原形に復旧すること
が著しく不適当な場合において、被災後の状況

※災害復旧助成事業：河川又は海岸の災害が激甚であって、
災害復旧工事のみでは十分な効果を
期待できない場合において、災害復
旧事業費に助成費（改良費）を加え
て一定計画の下に施行する改良事業。

に即応する被災箇所を含む区間全体にわたる一
定計画のもとに施行する必要最小限度の工事。

　　　　　「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法第２
条第３項」

　これらの事業は「九州北部緊急治水プロジェクト」
の一環として ３～ ５年間で集中的に実施していきま
す。

※九州北部緊急プロジェクト（Ｈ29.12. 1 国交省記者発表）は下記に掲載
　http://www.mlit.go.jp/common/001212832.pdf

鶴河内川災害助成事業（被災状況） 北川災害復旧事業（一定災）

鶴河内川

北川（神田橋下流の土砂埋塞状況）
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平成29年7月九州北部豪雨 災害復旧事業等の適用拡充

○桂川水系災害復旧助成事業
水系内の支川を一つのまとまりとして
事業採択
桂川・荷原川・新立川・妙見川

位置図

○北川災害復旧事業（一定災）

○白木谷川災害復旧事業（一定災）

○大肥川災害復旧助成事業
水系内の支川を一つのまとまりとして事業採択
大肥川・宝珠山川

平成29年7月九州北部豪雨 災害復旧事業等の適用拡充 位置図

○赤谷川・乙石川・大山川
災害復旧事業（一定災）

○鶴河内川災害復旧助成事業

○小野川災害関連事業

○有田川災害関連事業
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｢水防災オープンデータ提供サービス｣ を
リニューアルします！

〜積雪、水質、海岸等のデータを新たに配信〜

平成29年11月29日 水管理・国土保全局河川計画課

　国土交通省では、河川情報の利活用の促進を目的に、平成２５年度から実施している河川水位等の
データ配信事業を、平成３０年 ４ 月より「水防災オープンデータ提供サービス」としてリニューアル
します。
　これまで提供してきた河川水位や雨量のデータに加え、新たに積雪、水質（PH等）、海岸（潮位、
波高等）及び洪水予警報（洪水予報、水位周知河川情報、水防警報、ダム放流通知）を追加する等、
利用者のニーズに合わせたデータの提供を開始します。　資料 １  参照

　「水防災オープンデータ提供サービス」とは、国
が観測したレーダ雨量、雨量・水位等や東京都をは
じめ４７都道府県所管の雨量・水位、洪水予警報（洪
水予報）等の河川情報数値データを、配信事業者（一
般財団法人　河川情報センター）を通じて、民間事
業者など受信希望者に対して有償（実費相当額を賄
う範囲内）で配信する事業です。（これまでの「河
川情報数値データ配信事業」より名称を変更）

資料 １、２ 参照

　今後とも、広く民間事業者に利活用頂く事で国民
の皆様に河川情報が提供されるよう、利用ニーズに
合わせたデータ提供の充実に取り組んでまいります。
　事業の詳細、データ配信を希望する方は、添付資
料又は以下ホームページをご覧下さい。
　（一財）河川情報センター
　http://www.river.or.jp/01suuchi/index.html

「水防災オープンデータ提供サービス」のデータの流れ



平 成 30 年  1  月  1  日 防 災 （11）第 823 号



（12） 第 823 号 防 災 平 成 30 年  1  月  1  日



平 成 30 年  1  月  1  日 防 災 （13）第 823 号



（14） 第 823 号 防 災 平 成 30 年  1  月  1  日



平 成 30 年  1  月  1  日 防 災 （15）第 823 号



（16） 第 823 号 防 災 平 成 30 年  1  月  1  日

　災害査定の手引き（平成28年 7 月）の在庫が少なくなっているため、

平成29年災害手帳を反映した、「災害査定の手引き」の改訂版を販売し

ました。

　平成29年 9 月29日に発売しています。詳細は、全国防災協会のホーム

ページ（出版図書案内）をご覧下さい。

URL　http://www.zenkokubousai.or.jp/toshyo_publication.html#h29_satei

平成29年10月　（公社）全国防災協会

災害査定の手引き（Ｈ29年版）
平成29年９月29日から好評発売中



平 成 30 年  1  月  1  日 防 災 （17）第 823 号

平成２９年１１月
国土交通省 水管理・国土保全局

防 災 課
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平成2９年度の災害の発生状況

平成2９年度は、九州北部豪雨や台風第21号などにより浸水被害や土砂災害が
発生したほか、震度5以上の地震が7回発生し、霧島山（新燃岳）が噴火する等、
全国各地で災害が発生。

主な土砂災害
（土砂災害発生件数が50件以上）

事象名
主な

被災地域

7月 九州北部豪雨 福岡県

7月
7月22日からの
梅雨前線に伴う
大雨

秋田県

10月 台風第21号 神奈川県

水害･･･主な水害（床上浸水10
戸以上）が発生した地域

【凡例】

地震 (震度)

火山噴火

台風経路
（日本列島に上陸した台風）

5弱

土砂災害･･･主な被災地域
(土砂災害発生件数が50件
以上)

①

①

【台風第3号経路】

【台風第5号経路】

【平成29年7月九州北部豪雨】

【7月22日からの
梅雨前線に伴う大雨】

【台風第18号経路】

【台風第21号経路】

噴火警戒レベル（3以上）の引上げ

10月
霧島山
（新燃岳）

噴火警戒レベルを
2（火口周辺規制）から
3（入山規制）に引上げ

※10月5日に1から2に引上げ。11日
に噴火が発生、2から3に引上げ。

【霧島山（新燃岳）噴火】

主な地震
（震度5弱以上発生地域）

地震
発生
震度

6月
豊後水道を震源
とする地震 5強

6月
長野県南部を震
源とする地震 5強

7月
胆振地方中東部
を震源とする地震 5弱

7月
熊本県阿蘇地方
を震源とする地震 5弱

7月
鹿児島湾を震源
とする地震 5強

9月
秋田県内陸南部
を震源とする地震 5強

10月
福島県沖を震源
とする地震 5弱

主な水害
（床上浸水10戸以上発生）

水害
主な

被災地域

7月 九州北部豪雨
福岡県
大分県

7月

7月22日からの
梅雨前線に伴う
大雨

秋田県

9月 台風第18号

大分県
宮崎県
香川県
鳥取県
京都府

10月 台風第21号

和歌山県
奈良県
三重県
京都府
大阪府
埼玉県

５強

５弱

５強

５弱

５強５弱

５強

１
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平成29年7月九州北部豪雨の被害状況
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1

1616

1919

1818

2020
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2

3

4

5 -15 -1

8

9

7
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5  -25  -2

1010

1111

21

1414

1717

2222
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39

41
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2323
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26

30

3636
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101

98

64

102

102
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68

64

68

59
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40

52

60

135
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113

72

95

66

57

132.5

218

91

124 135

141

116
147

152

80

156

259

214

206

181
188

59

53

56

85

75

103

101.3

  0～ 50

 51～100

101～150

151～200

201～300

川副（建）川副（建）

日の出（建）日の出（建）

馬責馬場（建）馬責馬場（建）

仁比山（気）仁比山（気）

神崎（県）神崎（県）

羽犬塚（気）羽犬塚（気）

草野（建）草野（建）

甘木（気）甘木（気） 寺内ダム（水）寺内ダム（水）

鳥屋山（気）鳥屋山（気）

小石原（水）小石原（水）

大城（水）大城（水）

夜明（九）夜明（九）

花月（建）花月（建）

日田（気）日田（気）

日田（建）日田（建）

天ヶ瀬（九）天ヶ瀬（九）

山浦（建）山浦（建）

杖立（建）杖立（建）

長瀬（九）長瀬（九）

上野田（建）上野田（建）

中原（建）中原（建）

黄川（建）黄川（建）

星和（建）星和（建）

黒川（建）黒川（建）

万成（建）万成（建）

地蔵原（九）地蔵原（九）

猪牟田（建）猪牟田（建）

長者原（建）長者原（建）

千町無田（建）千町無田（建）

飯田（気）飯田（気）

野上（建）野上（建）
滝上（建）滝上（建）

寺床（建）寺床（建）

筋湯（建）筋湯（建）

筌の口（建）筌の口（建）

岳の湯（建）岳の湯（建）

小国（建）小国（建）

小国（九）小国（九）

雉谷（建）雉谷（建）

栃野（建）栃野（建）

鯛生（建）鯛生（建） 中津江（気）中津江（気）

横畑（建）横畑（建）

中塚（建）中塚（建）

森（気）森（気）

森（建）森（建）

竹中（建）竹中（建）

女子畑（九）女子畑（九）

大行司（気）大行司（気）

鶴河内（建）鶴河内（建）

妹川（建）妹川（建）

吉井（建）吉井（建）

小塩（気）小塩（気）

新川（建）新川（建）

田籠（建）田籠（建）

大野（建）大野（建）

江川ダム（水）江川ダム（水）
秋月（県）秋月（県）

三奈木（気）三奈木（気）

角枝（建）角枝（建）

箸立（水）箸立（水）

片の瀬（建）片の瀬（建）

耳納山（気）耳納山（気）

福島（県）福島（県）
大川（建）大川（建）

佐賀（気）佐賀（気）

筑邦（建）筑邦（建）

神崎（建）神崎（建）大和（町）大和（町）

広滝（九）広滝（九）

服巻（建）服巻（建）

伊福（建）伊福（建）

背振山（気）背振山（気）

九千部山（気）九千部山（気）

原田（建）原田（建）

三国（県）三国（県）

鳥栖（気）鳥栖（気）

十楽（建）十楽（建）

久留米（建）久留米（建）

瀬の下（建）瀬の下（建）

二日市（気）二日市（気）

九千部（建）九千部（建）

田中（県）田中（県）

笹野（建）笹野（建）

下筌ダム（建）下筌ダム（建）

松原ダム（建）松原ダム（建）

三隈（国）三隈（国）

長延（建）長延（建）

服巻（建）服巻（建）

三谷（建）三谷（建）

等雨量線図（12時間雨量）

200～300mm

300mm以上

12hr

平成24年7月3日洪水

平成29年7月5日洪水

12hr

：大肥川流域

：佐田川流域

：小石原川流域

桂川流域

筑後
川

筑後
川

大肥川流域

大肥川流域

花月川流域

花月川流域

※7/27時点でデータの取得が出来ている観測所の情報のみを用いて作成したものであり、今後、修正予定。

※平成24年7月11～14日の一連降雨を九州北部豪雨というが、
ここでは、花月川に大きな被害をもたらした平成24年7月3日洪水と比較

※

赤谷川等流域

桂川流域

赤谷川等流域

：花月川流域

：桂川流域白枠

：赤谷川等流域

：大肥川流域

：佐田川流域

：小石原川流域

：花月川流域

：桂川流域白枠

：赤谷川等流域

○平成29年7月九州北部豪雨では、記録的な大雨により浸水や山腹崩壊が発生。河川のはん濫、
大量の土砂や流木の流出等により、死者37名、行方不明者4名、家屋の全半壊等1,483棟の甚大
な被害が発生。（消防庁11月2日時点）

項目 状況等

人的被害※ 死者37名、行方不明者4名、負傷者28名

住家被害※ 全壊309棟、半壊1,102棟、一部破損72棟、
家屋浸水1,679棟

※ 消防庁「平成29年6月30日からの梅雨前線に伴う大雨及び台風第3号による被害状況及び
消防機関等の対応状況等について」（11月2日17:00時点）より九州地方の被害を計上

流木による被害（赤谷川、小河内川合流付近）
福岡県朝倉市

大規模な地すべりによる河道閉塞（小野川）
大分県日田市

浸水の発生状況（彦山川）
福岡県添田町

土石流等の発生状況
福岡県東峰村

２

※７月２２日０時から２３日１３時
までの３７時間の累計

○累加雨量300mmを超えた観測所（累加雨量レーダ）

・大清水国交省

（子吉川）
338.0mm

・横手気象庁

（雄物川）
314.0mm

・雄和気象庁

（雄物川）
348.0mm

・中森川国交省

（米代川）
381.0mm

7月22日からの梅雨前線に伴う大雨の概要

7/25時点でデータの取得が出来ている観測所の情報のみを用いて作成したもの
であり、今後、修正予定。

○ 7月22日からの梅雨前線により、秋田県で記録的な大雨となり、国管理河川の雄物川沿川
では、大仙市をはじめ秋田県内で浸水被害が発生。
○雄物川中下流部に位置する角館、雄和等の12観測所で24時間雨量が観測史上最大を記録
するなど、多いところで累加雨量が300ミリを超える大雨となった。

■浸水面積 ※速報値
秋田市 ５．２km2（外水4.7km2、内水0.5km2）

大仙市 ２５．１km2（外水18.7km2、内水6.4km2）

横手市 １．７km2（内水1.7km2）

合計 ３２．０km2

■浸水家屋数（住家）※速報値
秋田市 ３３４戸（外水193戸、内水141戸）
大仙市 ６９０戸（外水501戸、内水189戸）
横手市 ４戸（内水4戸）
合計 １，０２８戸

雄物川

中村・芦沢地区、寺館大巻地区

寺館大巻地区

中村・芦沢地区

雄物川

新波地区

間倉地区

○大仙市の被害状況写真３

○雄物川（国管理区間）沿川の浸水状況
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台風第18号による大雨の概要

※本資料は気象庁公表資料より作成し、今後数値等が変更になる可能性がある

○台風第18号は九州、四国、本州の3島に上陸し日本列島を縦断し、西日本を中心に浸水など
の甚大な被害が発生。
○台風第18号により、死者5名、負傷者59名の人的被害が発生。（消防庁9月27日時点）

高知県吾川郡仁淀町
鳥形山 492.5mm

大分県臼杵市
臼杵 465.5mm

宮崎県宮崎市
田野 618.5mm

沖縄県宮古島市
城辺 567.0mm

とりがたやま

うすきぐすくべ

期間内の総降水量分布図（9 月13 日00 時～18 日24 時）

大分県を中心とする大雨（9 月17 日14 時） 四国地方の大雨（9 月17 日17 時）

番匠川 （佐伯市）徳浦川（津久見市）

４

台風第21号による大雨の概要

※本資料は気象庁公表資料より作成し、今後数値等が変更になる可能性がある

○台風第21号では、近畿地方や東海地方を中心に記録的な大雨となり、大阪府、和歌山県、
三重県などで浸水被害が発生。
○台風第21号により、死者8名、負傷者225名の人的被害が発生。（消防庁11月22日時点）

mm

アメダス期間降水量（10月20日12時～23日12時）
紀の川水系貴志川
（和歌山県紀の川市）

きしがわ

淀川水系宇陀川
（三重県名張市）

う だ がわ

５
国管理河川12水系18河川、
府県管理河川102河川（22府県）
で浸水被害が発生。

→
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平成2９年発生災害における11月時点での公共土木施設の被害報告は
13,650箇所、3,845億円となっている。
この10年では、東日本大震災が発生したH23年、熊本地震や北海道・東北

地方等に一連の台風被害が発生したH28年に次ぐ3番目に大きな被害額となっ
ている。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

累積被害報告額の推移

平成24年災害

平成25年災害

平成26年災害

平成27年災害

平成28年災害

5カ年平均

(H24～H28)
平成29年災害

（億円）
25,768億円● （参考）平成23年災害
11,165億円● （参考）平成16年災害

国土交通省所管 災害復旧関係予算及び被害報告額の経年変化

公共土木施設被害の概要

６

（直轄 + 補助） 河川、砂防、海岸、道路、港湾、都市（億円）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

東日本大震災

熊本地震
北海道・東北の台風

13,286

5346387

新潟福島豪雨
台風10個上陸
新潟県中越地震

6,652

補正予算
当初予算
被害報告額
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○ 平成２９年７月九州北部豪雨において土砂災害と洪水被害が甚大であった
ことに鑑み、福岡県と大分県において災害復旧事業の適用を拡充。

九州北部豪雨を踏まえた災害復旧事業の拡充

７
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本川

支川
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１ 支川＋本川型

３ 支川グループ型

２ 水系型

改良復旧事業の事業単位

○ 河川の災害復旧助成事業、災害関連事業の箇所を選定する場合には、
これまでも単独河川のみならず、被害があった複数河川を１箇所の事業
単位として取り扱ってきたところ。

○ 平成２９年７月九州北部豪雨による被害が甚大であったことに鑑み、災害
復旧助成事業、災害関連事業の改良計画策定にあたっては、十分な事
業効果が発揮されるよう、下記の事業単位を含め幅広く検討することを改
めて周知。

支川に本川を含めて災害
復旧助成事業、災害関連
事業の箇所とするもの

支川が複数ある場合に、
水系全体を災害復旧助
成事業、災害関連事業
の箇所とするもの

支川が複数ある場合に、
支川をまとめて災害復旧
助成事業、災害関連事業
の箇所とするもの

８
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ﾌｪｰｽﾞ 被害の把握 復旧方針の検討 災害復旧工事
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遣

９

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣

○ 平成29年度の災害において派遣したＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）は、全国の地方整備局等から
のべ4,958人・日（平成29年１０月末時点速報値）の隊員を派遣し、被害状況調査や被害拡大防止などの技術
的な支援を実施。

○ 平成29年７月九州北部豪雨では、全国の地方整備局からテックフォースを派遣し、福岡県、大分県の自治体
所管施設約1,800箇所の被害状況を調査し自治体へ技術的助言を行い、激甚災害指定の見込み公表の早期
化に貢献。

○ さらに、孤立解消に向けた道路啓開を実施し、国道211号は１０日間で緊急車両の通行を確保。
○ また、二次災害防止に向け、約570箇所において土砂災害危険箇所の緊急点検等を支援。

河川構造物の被害状況調査(添田町) 首長に調査結果を報告（朝倉市）

平成２９年７月九州北部豪雨における主な活動

国道211号の道路啓開(東峰村) 斜面崩壊箇所の調査（日田市）

１
０
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派遣年度

派遣回数（回）派遣のべ隊員数（人・日）

1,499
18,115

5,185
1,035

2,011
1,237
1,309

2,523
2,587

10,912
3,524
4,095

0 5,000 10,000 15,000 20,000

岩手・宮城内陸地震

東日本大震災

台風第12号(奈良、和歌山、三重)
九州北部豪雨

山口・島根豪雨

台風第18号
台風第26号

広島土砂災害

関東･東北豪雨(関東、東北の合計)
熊本地震

台風第10号(北海道、東北の合計)
平成29年7月九州北部豪雨

のべ派遣人数（人・日）

年度別派遣隊員の活動員数（平成２９年１０月末時点速報値）

○平成２９年度派遣数（平成29年１０月末時点速報値）

派遣総数 のべ ４，958人・日
派遣台数 のべ ２，３４０台・日

派遣隊員の活動員数
（のべ人・日）

派遣台数
（のべ台・日）

6月30日からの梅雨前
線に伴う大雨等

３７ ５９

平成29年7月
九州北部豪雨

４，０９５ １，２９３

7月22日からの梅雨前
線に伴う大雨

３５７ １３６

台風第5号 ７０ ５８

8月24日からの大雨等 ８ ８

台風第18号 ２４２ １６６

霧島山（新燃岳）
の噴火

６ ６０

台風第21号 １２４ ４１５

台風第22号 １９ １４５

合計 ４，９５８ ２，３４０

H29
H28

H27
H26
H25

H24
H23
H22
H20

主な災害におけるTEC-FORCE派遣状況

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣

１
１

災害緊急調査の実施

○ 早期に災害復旧事業を着手できるよう本省災害査定官を現地に派遣し、災害緊急調査を実施。
○ 今年度は、福岡県、大分県、秋田県に複数回派遣を実施。
○ 災害査定官が被災箇所の現地へ赴き、災害復旧の迅速化に向け、被災自治体に対し復旧方針・工法等の技
術的支援・助言を行うとともに、現地の状況に応じて再度災害防止のための改良復旧の提案などを実施。

１
２
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査定前着工の実施事例 災害復旧事業による補助対象

道路の損傷について査定を待たずに応急工事を実施し、
早期に仮設道路を設置

河岸の欠壊について、拡大防止のために大型土のうで
対策を実施

○ 査定前着工は、施設管理者の判断で実施可能。
○ 被災された住民の方々の安心、安全のためにも迅速な対応が必要であり、応急工事や 本復旧工事につい
ては、被災直後から着工可能。

○ なお、災害査定前の復旧工事についても、現場確認できる写真など被災状況を記録しておくことで、災害復旧
事業による補助対象となる。

１
３

激甚災害の指定

○ 国民経済に著しい影響を及ぼし、地方財政の負担の緩和等を行うことが特に必要と認められる場合、
激甚災害に指定。

○ 災害名及び適用措置等を政令で指定（閣議決定）。
○ 具体的な適用措置

・災害復旧事業等（河川、道路、公営住宅等）に係る国庫補助率を１～２割程度嵩上げ。

平成２９年 激甚災害指定（公共土木施設関係）

※本激（激甚災害）は全国を対象、局激（局地激甚災害）は市町村を対象。
※主務は内閣府。

災 害 名 期 間 主な被災地 区 分 対 象 閣議決定日

梅雨前線豪雨
（九州北部豪雨を含む）

6月7日～7月27日 福岡県・大分県 局激
福岡県朝倉市・東峰村・添田町
大分県日田市

8月8日

台風第１８号 9月15日～19日 京都府・大分県 局激
京都府伊根町
大分県津久見市

10月20日

１
４
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災害査定の効率化（簡素化）

○ 被災自治体の災害査定に要する業務等を大幅に縮減し、早期に災害査定を行い、復旧事業に着手することで、
被災地の早期復旧を支援するために、災害査定の効率化（簡素化）を実施。

効率化
（簡素化）

項目
通 常

平成29年10月21日
から10月23日まで
の間の暴風雨

（台風第２１号）

平成29年9月15日
から9月19日までの
間の暴風雨及び豪雨
（台風第１８号）

平成29年6月7日
から7月27日まで
の間の豪雨及び暴

風雨

平成29年梅雨前線豪雨等
（平成29年7月九州北部豪雨）

奈良県・三重県・
和歌山県・大阪府・
新潟県・京都府・
福井県・富山県

京都府・兵庫県・
鳥取県・岡山県・
香川県・愛媛県・

大分県

秋田県
福岡県・大分県・新潟県・石川県・

広島県・長崎県

机上査定額
３百万円
未満

９百万円以下
奈良県・三重県・
和歌山県・大阪府・
新潟県・京都府・
福井県・富山県

１千万円以下
大分県
９百万円以下
京都府・愛媛県
８百万円以下
鳥取県
６百万円以下
兵庫県・香川県
４百万円以下
岡山県

１千万円以下
秋田県

３千５百万円以下
福岡県
１千万円以下
大分県
１千万円以下
新潟県
８百万円以下
石川県
７百万円以下
広島県
５百万円以下
長崎県

採択保留額
4億円
未満

－ － ６億円未満 ６億円未満

設計図書の
簡素化

－
奈良県・三重県・
大阪府・福井県・
和歌山県・富山県

大分県 秋田県 福岡県・大分県

１
５

査定設計委託費の補助（激甚災害等）

○ 以下①または②の査定設計に要した委託費等の費用の1/2を補助する。

①特に被害が激甚であると認められる災害（激甚災害等）の箇所（補助対象限度額あり）
②地すべり対策工事、橋梁、トンネル等工事で特殊工法等を実施する箇所のうち、委託費等の額が
５００万円以上で決定工事費に対する割合が７％以上のもの

　　　　　　　　　（　委 　託 　費 　等 　対　象 　範　囲　）

　　　　（　設 　　　　計 　）

公共土木施設災害復旧事業査定設計委託費等補助の対象範囲

復旧工法
検討

構造物の
応力計算

査定申請

被　災

被害調査
復旧工法
設計図

数量計算
工事費の
積算

設計書
調査及び
試験

現地測量

１
６
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災害復旧技術専門家の派遣

○ 大規模災害発生時に、地方公共団体等からの要請に基づいて、 （公社）全国防災協会から「災害復旧技
術専門家」を現地に派遣し、災害復旧活動の支援・助言を実施。（初回は無償）

○ 本年度は福岡県、大分県、秋田県、島根県の複数自治体に災害復旧技術専門家を派遣。

○ 災害査定申請の迅速化に向け、査定準備に関する技術的支援を実施。測量や被災原因 調査に関する
技術的支援や助言、復旧工事実施に向けた具体的な工法指導等を実施。

１
７

防災ポータル

○ 東京オリ・パラの開催を支えるため、国土交通省及び各関係機関の情報提供ツールを一元化し、多言語化や
スマートフォン対応により、海外や国内に対して平時から容易に防災情報等を入手できるよう、ポータルサイト
を開設。（平成29年8月）

○ Safety tips、東京防災、TEC-FORCE等、防災に役立つ７５サイトを見やすくカテゴライズしてひとまとめにし、
英語、中国語（繁体･簡体）、韓国語の４ヵ国に対応。

１
８



平 成 30 年  1  月  1  日 防 災 （29）第 823 号

ハザードマップポータルサイト

ハザードマップポータルサイトがさらに使いやすくなりました。
見たい災害リスクを素早く確認できます。

洪水浸水想定 土砂災害危険箇所 津波浸水想定

（②これまで)
文字情報から選択

洪水 土砂災害 津波

①国土交通省トップページのバナーをクリック ②災害種別の図記号（ピクトグラム）をクリック

③地図上に災害リスク情報が表示されます。

１
９

◦災害査定をする方も受ける方も必携
◦災害査定業務に係わる基本的な事項を図面、写真、事例、ポンチ絵等で簡潔に解りやすく整理

◦ロープワークから準備工、シート張工等の水防工法を写真と映像で解りやすく掲載
◦加えて、水防技術や暮らしへの応用も解説
◦水防工法の基礎知識を知り、多様な水害に対応するため、水防・消防団やボランティアの方に
強い味方

新刊（Ｈ29.９発売）

（Ｈ20.５発売）写真と映像で学べる

～水 防 工 法 の 基 礎 知 識～

◇災 害 査 定 の 手 引 き◇
平成29年版（Ａ5版  164頁  カラー印刷）

◇出版図書のご案内（全国防災協会）　災害復旧事業推進に必携◇
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平成29年度 災害復旧促進全国大会 開催

と　き　平成29年11月27日（月）13：30〜 会　場　新霞が関ビル LB階
　　　　灘尾ホール

　公益社団法人全国防災協会の平成29年度災害復旧
促進全国大会が、１１月２７日（月）東京都千代田区の
新霞が関ビル LB階　灘尾ホールにおいて、全国各
地から会員、賛助会員、ご来賓等約７００名の参加を
得て、１３時３０分から開催されました。
　大会の開催に当たり、会長の脇雅史から主催者挨
拶を行い、「今年も梅雨前線や台風により各地に災
害が発生した。一日も早い復旧、復興をお祈り申し
上げる。協会としては、災害復旧や改良復旧計画立
案のため、無償で災害復旧技術専門家を派遣する制
度を設けており、今年も延べ18人を派遣した。また
災害復旧功労者受賞者の方々を皆様と一緒に感謝の
気持ちを込めてお祝いしたい。最後に、本日はご意
見、ご提言をいただき、これを関係方面に要望して
いく。今後とも皆様の力強いご支援とご協力をお願
い申し上げる。」と述べました。
　引き続き、会長が大会の議長に推挙され議事が始
まりました。

　初めに、ご来賓の牧野たかお国土交通副大臣から
挨拶があり「今年も九州北部豪雨や台風により尊い
人命や家屋、河川、道路、鉄道等に甚大な被害が発

会　長　挨　拶

会長挨拶　脇 　雅史
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生した。国土交通省としては、発災直後からテック
フォースの派遣、災害査定の効率化、改良復旧事業
の拡充に取り組んでいる。また、改正河川法を初適
用し、国が権限代行による県管理の赤谷川等で土砂
の除去を実施している。今後とも自治体の意見を伺
いながら、また密に連携し、災害対策に取り組ん
でいく。」と述べられました。引き続き、あきもと　
司国土交通副大臣の紹介がありました。
　次に、望月義夫衆議院災害対策特別委員長からご
来賓の挨拶があり、「九州北部豪雨では土砂災害、
流木による河川氾濫等により甚大な被害があった。
一日も早い復旧・復興を望む。環境大臣時にアメリ
カのケリー国務長官が、今世紀最大の大量破壊兵器
は地球温暖化による想像もつかない局地的な災害で
あり、これを何とかしないといけないといっていた
のが印象的であった。今まさに防災対策の一層の充
実を図る必要を痛感している。今年は南海トラフ対

策の転換点を迎えた。新たな防災対応力の強化に向
けてソフト・ハード一体となった対策を進めていく
必要がある。国会審議を通じて尽力していく。」と
述べられました。
　引き続き、ご臨席を賜りました国会議員及び山田
邦博国土交通省水管理・国土保全局長、田村秀夫北
海道局長を始めとする国土交通省幹部の紹介があり
ました。ご来賓の皆様には、ご多忙中のところご出
席を賜り、誠にありがとうございました。
　引き続き、「災害復旧及び災害防止事業功労者」
表彰が行われ、災害復旧事業及び災害防止事業に顕
著な功績のあった個人55名、団体 4団体に対し、会
長から表彰状及び記念品が授与されました。受賞者
からは、個人表彰を受賞された前鳥取県三朝町長の
吉田秀光氏が受賞者を代表して謝辞を述べられまし
た。
　次に、「国土交通省災害対策概況説明」について、
国土交通省水管理・国土保全局の佐藤克英防災課長
から、平成29年の災害の発生状況、九州北部豪雨の
被害状況、梅雨前線に伴う大雨の概要、台風第18号、
第21号による大雨の概要、公共土木施設被害の概要、
九州北部豪雨を踏まえた災害復旧事業の拡充、被
災地域の１日も早い復旧に向けた取り組み、TEC-
FORCEの派遣、災害緊急調査の実施、査定前着工、
激甚災害の指定、災害査定の効率化、査定設計委託
費の補助、災害復旧技術専門家の派遣、防災ポータ
ル、ハザードマップポータルサイト等の防災行政の
今年の取り組みについて説明をいただきました。
　要望決議に先立ち、地方代表意見発表者として秋
田県大仙市長の老松博行氏が登壇され「平成29年 7
月の豪雨災害について」と題して、大仙市の紹介、
全国花火競技大会大曲の花火の開催地、 7月22日か
らの豪雨災害時の状況、雄物川の堤防未施工区間の
被災状況、道路の被災状況、被災状況のまとめ、豪
雨時の情報収集・伝達、 7月の災害での避難事例、
災害復旧の進捗状況を説明され、最後に今後の災害
対策等に関する要望として、「雄物川の堤防未施工
区間の早期解消、成瀬ダム工事の早期完成をお願い
したい。」と締めくくられました。
　次に、福岡県朝倉市長の森田俊介氏が登壇され「平
成29年 7 月九州北部豪雨災害｣ と題して、平成２９年
７ 月 ５ 日からの梅雨前線豪雨 降雨状況、土砂崩壊
の範囲・洪水流の到達範囲、人的被害、捜査等の延
人数、被害額、杷木松末及び災害後中村（乙石川）
の被災写真、住家り災証明発行件数、松末本村及び

来　賓　挨　拶

来賓挨拶　国土交通副大臣　牧野 たかお 様

来賓挨拶　衆議院災害対策特別委員長　望月　義夫 様
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災害後小河内（赤谷川）、災害後白木（白木谷川）、
災害後星丸正信の写真、気象情報、朝倉市災害対策
本部、土砂・流木仮置き場、寺内ダム上流の流木の
状況、災害復旧体制、応急仮設住宅、朝倉市復興計
画の策定の進め方を説明され、最後に、「我が目を
疑う大きな災害ですが、今、朝倉市は立ちあがり、
復旧・復興への取り組みを進めています。」と締め
くくられました。
　次に、大分県日田市長の原田啓介氏が登壇され「平
成29年 7 月九州北部豪雨」と題して、日田市の概要、
平成29年 7 月 5 日の降雨状況、被災直後の新聞報道、
災害対応及び人的・家屋被害状況、公共土木施設（道
路・河川）被害状況、被災の多かった地域、花月
川、大鶴地区及び小野地区の被災状況、流木が被害
拡大のひとつの要因、スリットダムの必要性、花月
川激特事業の効果が大きかったこと等を述べられま
した。
　最後に、熊本県南阿蘇村長の吉良清一氏が登壇さ
れ、「平成２８年熊本地震に係る 被害状況及び復旧・
復興の取組み」と題して、村の紹介、熊本地震の概要、
被災状況、復旧状況、反省と課題として、道路が寸
断、被害の全容把握に時間を要したこと、情報収集
や伝達がマヒ、地域住民が混乱、マンパワーの不足、
何と言っても財政支援、中長期の応援職員、短期の
応援職員の必要性について写真等を用いて具体的に
説明され、最後に「村民一丸となって 復旧に全力
をつくしている。」と締めくくられました。
　地方代表からの意見発表を受け、議長から国会及
び政府に対する本大会における「要望決議」につい
て提案があり、小池清彦副会長（新潟県加茂市長）
から（案）が披露され、会員総意の賛同により原案
のとおり決議され、大会が終了しました。
　全国各地から多くの首長、県議会議員を始め、各
都道府県、市町村、個人正会員、賛助会員、ご来賓
の皆様のご参加をいただき、成功裏に大会を開催す
ることができました。誠にありがとうございました。

来　賓　紹　介

国土交通省政務 ３役   ２ 名
　あきもと　　司　国土交通副大臣
　牧　野　たかお　国土交通副大臣

衆議院災害対策特別委員会委員長   1 名
　望　月　義　夫

出席国会議員
衆議院議員  17名

池　田　真　紀　（北海道）
浮　島　智　子　（比例）
太　田　昌　孝　（比例）
小　里　泰　弘　（鹿児島）
菊　田　真紀子　（新潟）
髙　木　　　毅　（福井）
竹　下　　　亘　（島根）
武　部　　　新　（北海道）
田　村　貴　昭　（比例）
西　田　昭　二　（石川）
西　銘　恒三郎　（沖縄）
日　吉　雄　太　（比例）
広　田　　　一　（高知）
三ツ林　裕　巳　（埼玉）
務　台　俊　介　（比例）
森　　　夏　枝　（比例）
矢　上　雅　義　（比例）

参議院議員  9 名
足　立　敏　之　（比例）
井　上　義　行　（比例）
魚　住　裕一郎　（比例）
古　賀　之　士　（福岡）
佐　藤　信　秋　（比例）
杉　尾　秀　哉　（長野）
中　西　　　哲　（比例）
舞　立　昇　治　（鳥取）
松　下　新　平　（宮﨑）

（敬称略）
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麻　生　太　郎
安　藤　高　夫
池　田　道　孝
伊　佐　進　一
石　破　　　茂
伊　藤　俊　輔
伊　藤　　　渉
井　上　一　徳
井　上　信　治
井　林　辰　憲
岩　田　和　親
岩　屋　　　毅
浮　島　智　子
江　渡　聡　徳
大　口　善　德
大　隈　和　英
小　倉　將　信
小田原　　　潔
小　渕　優　子
尾　身　朝　子
梶　山　弘　志
加　藤　勝　信
加　藤　寛　治
金　子　恵　美
金　子　恭　之
神　谷　　　昇
神　山　佐　市
岸　　　信　夫
木　村　次　郎
木　村　弥　生
國　場　幸之助
小　寺　裕　雄
佐々木　　　紀
左　藤　　　章
佐　藤　公　治
重　徳　和　彦
繁　本　　　護
階　　　　　猛
柴　山　昌　彦
新　谷　正　義
鈴　木　馨　祐
鈴　木　俊　一
鈴　木　淳　司

盛　山　正　仁
山　田　賢　司
山　本　公　一
山　本　有　二

薗　浦　健太郎
高　市　早　苗
武　内　則　男
武　田　良　太
田　中　和　德
田　中　良　生
棚　橋　泰　文
谷　川　と　む
田野瀬　太　道
玉　木　雄一郎
田　村　憲　久
津　島　　　淳
土　屋　品　子
寺　田　　　稔
冨　樫　博　之
長　坂　康　正
中　谷　真　一
中　根　一　幸
西　岡　秀　子
西　村　明　宏
西　村　康　稔
原　田　憲　治
原　田　義　昭
藤　井　比早之
船　橋　利　実
古　川　　　康
古　川　禎　久
古　田　圭　一
穂　坂　　　泰
細　田　健　一
細　田　博　之
堀　井　　　学
堀　内　詔　子
牧　原　秀　樹
松　田　　　功
松　本　剛　明
三　浦　　　靖
三ツ矢　憲　生
三　原　朝　彦
宮　川　典　子
宮　路　拓　真
宮　下　一　郎
森　　　英　介

吉　川　貴　盛
和　田　義　明
鰐　淵　洋　子

代理出席国会議員
　衆議院議員代理  93名

参議院議員代理  47名
アントニオ猪木
朝　日　健太郎
井　原　　　巧
伊　藤　孝　江
石　井　準　一
石　井　浩　郎
石　川　博　崇
磯　﨑　仁　彦
魚　住　裕一郎
江　島　　　潔
小野田　紀　美
大　家　敏　志
大　島　九州男
大　野　泰　正
片　山　大　介
川　田　龍　平
こやり　隆　史
上　月　良　祐
佐　藤　　　啓
酒　井　庸　行
島　村　　　大
田名部　匡　代
滝　波　宏　文
豊　田　俊　郎

中　泉　松　司
長　峯　　　誠
二之湯　　　智
二之湯　武　史
野　上　浩太郎
野　田　国　義
野　村　哲　郎
長谷川　　　岳
平　山　佐知子
藤　川　政　人
藤　木　眞　也
古　川　俊　治
増　子　輝　彦
松　村　祥　史
三　木　　　亨
三　宅　伸　吾
宮　沢　由　佳
室　井　邦　彦
山　田　修　路
山　田　　　宏
山　本　一　太
山　本　順　三
吉　川　ゆうみ

国土交通省幹部 （壇上の方）
水管理・国土保全局長	 山　田　邦　博
北海道局長	 田　村　秀　夫
水管理・国土保全局次長	 清　瀬　和　彦
水管理・国土保全局水資源部長
	 黒　川　純一良
水管理・国土保全局砂防部長
	 栗　原　淳　一
大臣官房審議官	 坂　本　　　修
水管理・国土保全局防災課長
	 佐　藤　克　英
水管理・国土保全局総務課長
	 森　　　毅　彦
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水管理・国土保全局水政課長
	 甲　川　壽　浩
水管理・国土保全局河川計画課長
	 岡　村　次　郎
水管理・国土保全局河川環境課長
	 森　川　幹　夫
水管理・国土保全局治水課長
	 小　平　　　卓
水管理・国土保全局水資源部
水資源政策課長	 今　長　岳　志
北海道局水政課長	 石　塚　宗　司
水管理・国土保全局砂防部海岸室長
	 内　藤　正　彦
水管理・国土保全局防災課災害対策室長
	 小　島　　　優
水管理・国土保全局防災課
大規模地震対策推進室長	 川　村　謙　一
水管理・国土保全局防災課
緊急災害対策企画調整官	 吉　田　邦　伸
水管理・国土保全局防災課総括災害査定官
	 加　邊　良　徳

関係団体等
全国治水期成同盟会連合会会長
	 岩　井　国　臣
一般財団法人水源地環境センター理事長
	 森　北　佳　昭
一般財団法人国土技術研究センター理事長
（代理）	 野　田　　　徹
一般財団法人砂防・地すべり技術センター
理事長（代理）	 白　岩　幸　夫
一般社団法人河川ポンプ施設技術協会
理事長	 渡　部　義　信
衆議院事務局調査室	 吉田主席
衆議院事務局調査室	 小林調査員

演壇の脇会長、牧野副大臣、
あきもと副大臣、望月委員長

山田水管理・国土保全局長（ 2列目）

壇上の意見発表者、役員、国会議員、国交省幹部の皆様

壇　上　風　景
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佐藤防災課長が説明功労者表彰受賞者の方々（起立されている方）

国土交通省災害対策概況説明功労者表彰受賞者の方々

（個人の部）　55名
青　森　県	 工　藤　正　明
山　形　県	 相　原　辰　美
福　島　県	 鈴　木　文　昭
茨　城　県	 島　田　和　俊
茨　城　県	 助　川　　　進
栃　木　県	 斎　藤　治　秀
栃　木　県	 狐　塚　博　司
群　馬　県	 清　野　　哲哉
群　馬　県	 荒　井　　　唯
埼　玉　県	 山　口　勝　義
埼　玉　県	 園　田　誠　司
千　葉　県	 實　川　常　博
千　葉　県	 吉　田　良　治
新　潟　県	 渡　邉　和　敏

祝電メッセージ
　衆議院議員

小　川　淳　也	 尾　身　朝　子
門山　ひろあき	 佐々木　隆　博
下　条　み　つ	 関　　　健一郎
中　谷　一　馬	 松　本　　　純
宮　川　典　子

　参議院議員
足　立　敏　之	 太　田　房　枝
古　賀　之　士	 佐　藤　信　秋
佐藤　まさひさ	 野　田　国　義

平成29年度災害復旧及び災害防止事業功労者表彰名簿

（敬称略）
新　潟　県	 渡　邉　文　男
新　潟　県	 加　藤　勝　男
新　潟　県	 樫　内　睦　夫
富　山　県	 滝　本　民　夫
富　山　県	 星　山　佑　哲
山　梨　県	 小　林　良　仁
山　梨　県	 土　橋　恵　治
岐　阜　県	 中　筬　信　彦
岐　阜　県	 石　腰　　　豊
岐　阜　県	 鈴　木　　　猛
岐　阜　県	 内　藤　英　徳
静　岡　県	 後　藤　森　平
静　岡　県	 梨　本　和　則
静　岡　県	 市　川　良　輔
静　岡　県	 芹　澤　郁　雄
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愛　知　県	 近　藤　　　朗
愛　知　県	 稲　吉　明　男
三　重　県	 柘　植　武　志
京　都　府	 岩　田　　　修
京　都　府	 東　井　裕　純
兵　庫　県	 太　田　吉　哉
鳥　取　県	 吉　田　秀　光
鳥　取　県	 山　田　和　成
鳥　取　県	 湊　　　正　彦
島　根　県	 原　　　裕　美
島　根　県	 江　角　　　功
山　口　県	 野　稲　　　誠
山　口　県	 入　江　久　人
徳　島　県	 藤　　　公　生
徳　島　県	 浜　崎　　　貢
高　知　県	 山　下　　　剛
高　知　県	 西　森　久米夫
佐　賀　県	 永　石　　　誠
長　崎　県	 後　田　健　一
熊　本　県	 持　田　　　浩
大　分　県	 平　野　芳　昭
大　分　県	 宮　﨑　眞　一
建設弘済協議会	 吉　川　利　光
全国防災協会	 高　倉　寅　喜
全国防災協会	 河　野　廣　實
全国防災協会	 原　　　一　儀

（団体の部）　 ４団体
岩 手 県	 一般社団法人岩手県建設業協会
岩 手 県	 一般社団法人岩手県測量設計業協

会
京 都 府	 京都府砂防ボランティア協会
鹿児島県	 長島町建友会

　僭越ではございますが、受賞者を代表しましてお
礼を申し上げます。
　本日は、私たち５５名そして ４団体に対し、栄えあ
る受章の場を設けていただき誠にありがとうござい
ます。身に余る光栄であり、脇会長をはじめ関係者
の皆様に対し心から感謝申し上げます。
　私たちは、日頃から災害の防止や被災時において
は早期復旧、復興に向け、国土交通省をはじめ関係
機関の皆様の御指導、御支援をいただきながら、そ
れぞれの地域において、取り組んでまいりました。
こうした活動がこの度、評価いただいたものと考え
ております。
　私自身も町長として ５期２０年町制を預からせてい
ただきました。その中で町長就任早々、平成１０年の
台風１０号は町内に甚大な被害をもたらしました。当
時は夕方から相当強い雨が断続的に降っており、夜
遅くに大雨警報が発令され消防団と連携して災害に
備えながら、町民には大雨への注意を呼びかけまし
た。その後各地区から被害の報告が続々と入り始め
ました。特に一つの集落で土石流が発生して、民家
に土砂が流入したとの報告を受けました。幸いにも
住民の方の素早い判断で避難され、人身事故に至ら
なかったことは、住民皆さんの日頃の災害に対する
意識の高さを感じたところです。被害は幹線道路は
もとより、河川、農地などあらゆる施設が被災を受
けました。早速災害対策本部を設置して国土交通省、
鳥取県、地元建設業協会などと連携を取り、早期復
旧に向けて職員一丸となって対応しました。私はこ
の災害を単に現状に復するだけの復旧に終わらすこ
となく、「災害復興」と位置づけ、集落の協力体制
の確立など、災害に強い町づくりに取り組みました。
　また、昨年１０月２１日に発生しました「鳥取県中部
地震」は、この中部圏域を震源とするマグニチュー
ド６．６を記録し、三朝町においても多くの公共施設
をはじめ、住宅等の被害が発生しました。全国から
多くの御支援をいただき早期に復旧できましたこと
を、この場をお借りして厚く御礼と感謝を申し上げ
ます。
　一方で、我が国は地球温暖化の影響による台風な
どによる、かつて経験したことのない集中豪雨や、
今後想定されております東南海地震などの地震、さ
らには火山の噴火など様々な自然災害の脅威にさら

功労者表彰 謝辞
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されております。
　このような中で国民の生命財産を守るために、防
災、減災に対する取り組みをハード、ソフト両面か
らこれまで以上に強化する必要があります。こうし
た課題に対して本日の受賞を契機として、微力では
ありますが、防災減災対策の推進に尽力するととも
に、後進の育成にも努めるなど、それぞれの立場で
精進を重ねてまいる所存でございます。
　結びに、本日の受賞は、私だけでなく受賞者全員
に対し長年にわたり、御支援をいただきました関係
各位の皆様のおかげであり、深く感謝申し上げます。
　そして、国土交通省、全国防災協会ならびに、関
係各位の益々の御発展と、本日御臨席の皆様の御健
勝を心から祈念いたしまして、御礼の言葉とさせて
いただきます。

　平成29年11月27日
受賞者代表　吉　田　秀　光

功労者表彰

脇会長から功労者代表の吉田　秀光 様へ

功労者謝辞

地方代表意見発表

功労者代表：吉田　秀光 様

意見発表者　秋田県大仙市長　老松　博行 様

意見発表者　福岡県朝倉市長　森田　俊介 様
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意見発表者　大分県日田市長　原田　啓介 様

意見発表者　熊本県南阿蘇村長　吉良　清一 様

要　望　決　議

要望決議の披露　小池　清彦 副会長（新潟県加茂市長）

決　　　議
　我が国は、地理的、気象的に自然災害に対して極
めて厳しい条件下にあり、歴史的に見て幾度もの大
きな水害や地震等に見舞われ、甚大な被害を被って
いる。
　本年の公共土木施設の被害額は、10月31日現在で
12,864箇所、3,581億円となっており、既に箇所数・
被害額ともに過去 ５カ年平均に匹敵する規模で全国
各地に甚大な被害が発生している。
　本年の主な災害を振り返ってみると、 6月30日か
らの梅雨前線豪雨に伴う大雨及び台風第 3号によ
り、九州地方を中心に猛烈な雨が降り大雨となっ
た。特に平成29年九州北部豪雨により、 7月 5日か
ら 6日にかけて福岡県朝倉で545.5㎜、大分県日田
で370.0㎜に達する24時間最大雨量を観測するなど
記録的な大雨となり、 8月21日現在で死者38名、行
方不明 5名、負傷者28名、住家被害としては、全
壊276棟、半壊1,066棟、床上浸水199棟、床下浸水
1,642棟に上る甚大な被害が発生した。
　また、 7月22日からの梅雨前線豪雨に伴う大雨に
より、東北地方や北陸地方を中心に大雨となり、 2
日間の降水量が秋田市雄和で348.5㎜、横手市横手
で314.5㎜に達するなど、平年の 7月の月降水量の
1.5倍を超える記録的な大雨となり、 8月 9 日現在
で全壊 3棟、半壊39棟、床上浸水657棟、床下浸水
1,586棟に上る甚大な被害が発生した。
　台風による被害では、台風第 5号の接近・上陸に
より奄美地方や西日本・東日本の広い範囲で大雨と
なり、奄美市名瀬で540.0㎜、米原市米原で264.5㎜
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の24時間降水量を観測するなど各地で観測史上 1位
の値を更新した。 8月10日現在で死者 2名、負傷者
51名、全壊 2棟、半壊14棟、床上浸水48棟、床下浸
水306棟に上る甚大な被害が発生した。
　台風第18号は、 9月17日に鹿児島県南九州市付近
に上陸し、暴風雨を伴ったまま九州、四国、本州に
上陸しながら北上し、大分県佐伯市で89.5㎜、北海
道大樹町で85.0㎜の 1 時間降水量を観測するなど、
各地で観測史上 1位の値を更新した。 9月22日現在
で死者 5名、負傷者59名、全壊 3棟、半壊 5棟、床
上浸水1,627棟、床下浸水4,339棟に上る甚大な被害
が発生した。
　台風第21号は、10月23日に静岡県御前崎市付近に
超大型・強い勢力で上陸し、広い暴風域を伴ったま
ま北東に進み、台風を取り巻く発達した雨雲や本州
付近に停滞した前線の影響により、各地に大きな被
害をもたらした。台風第21号の上陸からわずか１週
間後の、翌28日から30日にかけては、台風第22号が
本州の南海上を北東に進み、各地で大雨となり被害
をもたらした。
　さらには、10月11日霧島山（新燃岳）で噴火が発
生し、噴煙が高度2,300ｍに到達したほか、 6月20
日の豊後水道を震源とする地震、 6月25日の長野県
南部を震源とする地震、 9月 8日の秋田県内陸部を
震源とする地震が発生し、いずれも震度 5強を観測
した。
　一方で、南海トラフ巨大地震、首都直下地震の発
生や、地球温暖化に伴う気候変動の影響など今後ま
すます水災害の頻発化、激甚化が強く懸念されてい
る。
　こうした激甚な災害への対処として、大規模な地
震や洪水・高潮による被害、土砂災害及び集中豪雨
による内水被害の最小化対策をより強力に進めると
ともに、災害が発生したとき、被災した地方公共団
体に対して復旧・復興を速やかに行えるよう適切な
措置を図ることは、国としての義務であり責務であ
る。
　これらの点を踏まえ、国会及び政府に対して次の
事項が実現されるよう、強く要望する。

１．　平成29年に全国各地で甚大な被害を被った公共
土木施設の早期復旧を図るとともに、再度災害防
止を図るため、改良復旧事業を積極的に取り入れ、
災害関連事業等の迅速な採択と事業促進に向け、
所要の措置を講ずること。

２．　地球温暖化に伴う気候変動の影響により、今後
益々懸念される豪雨や渇水の頻発、海面の上昇や
台風の巨大化等に備え、国土保全施設の整備を計
画的に推進することに加え、水害対応タイムライ
ンの作成や命を守る防災教育の推進などのソフト
対策による「水防災意識社会」の再構築に向けた
取組を積極的に進めること。
３．　東日本大震災を教訓として、切迫する南海トラ
フ巨大地震、首都直下地震も念頭に、喫緊の課題
である全国の防災、震災対策等の充実強化を図る
ため、引き続き、全国の必要な地域に十分な予算
配分を行い、早期の効果発現を図ること。また、
地方公共団体が管理している河川及び海岸につい
て、地震・津波対策として必要な堤防の嵩上げ、
堤防の耐震化・液状化対策、水門・陸閘等の自動
化、遠隔操作化等が早急に図れるよう、国の財政
支援措置を講ずるとともに、国が管理している施
設についても、同様の措置を図ること。
４．　被災した地方公共団体に対し、迅速かつ的確に
被災状況の調査や応急活動、復旧・復興を図る
ため、TEC-FORCE をはじめとする国の体制や
ICT 等を活用した装備、技術支援の充実を図ると
ともに、被災した地方公共団体では工事の実施が
困難な場合には、国が地方公共団体に代わってこ
れを行うなどの支援を推進すること。また、災害
発生時に地方公共団体の長を支援するリエゾンの
体制充実を図ること。
５．　平成29年九州北部豪雨を踏まえ、大量の土砂・
流木が広範囲に流出するなど、これまでに例のな
い甚大な被害であることを鑑みて、「一定災」の
活用や、改良復旧事業の採択対象の拡大を図ると
ともに、地方負担の軽減などを行うこと。また、
災害査定や事業の実施期間についても、今回の被
災特徴や規模に配慮した柔軟な対応を行うこと。
６．　大規模災害時に、職員や災害経験が不足し、災
害復旧事業への対応が困難となる地方公共団体の
厳しい状況を踏まえ、国土交通省・都道府県・民
間事業者等が連携し、地方公共団体の人材育成を
進めるとともに、地方公共団体の一連の災害復旧
を支援する仕組みの整備を行い、また、必要な財
政支援を行うこと。

　以上、決議する。
　　　平成２９年１１月２７日
　　　　　　　　　災害復旧促進全国大会
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各都道府県出席状況一覧

都道府県名 出席数 左の内、出席された市町村長等

北 海 道 15 喜茂別町菅原町長　福島町鳴海町長　泊村牧野村長　浦臼町斉藤町長

青 森 6 平内町船橋町長　野辺地町中谷町長

岩 手 13 八幡平市田村市長　矢巾町髙橋町長　田野畑村石原村長　普代村柾屋村長　
二戸市大沢副市長

宮 城 3 　

秋 田 3 大仙市老松市長

山 形 6 舟形町森町長

福 島 16 只見町橋本副町長　檜枝岐村星副村長　猪苗代町前後町長　柳津町井関町長　
昭和村中村副村長　鮫川村白坂副村長　平田村澤村村長　三春町鈴木町長　
玉川村石森村長

茨 城 28 つくば市飯野副市長　大洗町斉藤副町長　大子町和田副町長　

栃 木 19 栃木市鈴木市長

群 馬 8 　

埼 玉 8 滑川町吉田町長

千 葉 7 富津市小泉副市長　いすみ市上島副市長　

東 京 4 　

神 奈 川 8 　

新 潟 14 加茂市小池市長

富 山 8 　

石 川 7 　

福 井 2 越前町内藤町長

山 梨 30 　

長 野 33 小海町新井町長　宮田村新谷副村長　佐久穂町佐々木町長　天龍村永嶺村長　
南相木村中島村長　南牧村大村村長　売木村清水村長　根羽村大久保村長　
松川町吉澤副町長

岐 阜 8 　

静 岡 17 南伊豆町岡部町長

愛 知 7 設楽町横山町長　東栄町村上町長　豊根村伊藤村長

三 重 22 大台町尾上町長　紀北町尾上町長　紀宝町西田町長

滋 賀 3 　

京 都 19 南丹市佐々木市長　伊根町吉本町長　和束町奥田副町長　南山城村山村副村長

兵 庫 3 　

奈 良 8 三郷町森町長　天川村車谷村長　野迫川村角谷村長　上北山村山室村長

和 歌 山 9 美浜町森下町長　日高川町久留米町長　北山村山口村長　印南町日裏町長

鳥 取 7 三朝町吉田前町長

島 根 6 　

岡 山 2 　

広 島 10 安芸高田市浜田市長　安芸太田町小坂町長　北広島町箕野町長

山 口 4 　
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都道府県名 出席数 左の内、出席された市町村長等

徳 島 1 　

香 川 5 綾田県議会議員　さぬき市菊池副市長

愛 媛 4 四国中央市篠原市長

高 知 5 津野町池田町長

福 岡 4 朝倉市森田市長　添田町寺西町長　東峰村渋谷村長

佐 賀 5 みやき町末安町長

長 崎 2 　

熊 本 15 西原村日置村長　大津町家入町長　苓北町田嶋町長　南阿蘇村吉良村長　
美里町上田町長　益城町西村町長

大 分 12 日田市原田市長　津久見市川野市長

宮 崎 5 川南町清藤副町長　椎葉村椎葉村長　五ヶ瀬町原田町長

鹿 児 島 9 　

沖 縄 2 　

合　計 432 　

（注）出席者には、功労者表彰受賞者を含む。

会場風景

山田 水管理・国土保全局長に要望する
小池 副会長及び菅原 理事

会場風景

　大会終了後直ちに、小池 副会長（新潟県加茂市
長）、菅原 理事（北海道喜茂別町長）等が国土交通
省の山田 水管理・国土保全局長、佐藤 防災課長等
を訪問し、要望活動を行いました。
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協会だより

平成29年度理事懇談会開催

　平成29年度理事懇談会が、平成29年11月27日（月）
12時から、災害復旧促進全国大会に先だって、千代
田区霞が関の新霞が関ビル 3階会議室で開催されま
した。

1.　出 席 者
脇 会長　陣内 名誉会長
小池 副会長（加茂市長）　加藤 副会長
足立 理事（参議院議員）　菅原 理事（喜茂別町長）　
日裏 理事（印南町長）　池田 理事（津野町長）　
末安 理事（みやき町長）　
太田 理事（代理：いすみ市上島 副市長）
虫明 理事　奥野 理事　上総 理事　藤芳 理事　
松田 理事　品川 監事

2.　来　　賓
国土交通省水管理 ･国土保全局防災課長
� 佐藤克英 様

3.　議　　題
　平成２9年度災害復旧促進全国大会について

　脇 会長の開会挨拶の後、国土交通省水管理 ･国
土保全局 佐藤 防災課長の来賓挨拶をいただき、議
題の説明、意見交換がなされました。

佐藤 防災課長挨拶 佐藤防災課長、役員の皆様

脇 会長 役員の皆様

役員の皆様
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協会だより
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※全国防災協会ホームページ「出版図書案内」（下記URL）
　http://www.zenkokubousai.or.jp/toshyo_publication.html

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊　図書案内及び購入申込詳細については協会ホームページをご覧下さい　＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

TEL  03(6661)9730(代)
FAX  03(6661)9733

東京都中央区日本橋小伝馬町2‒8　新小伝馬町ビル6Ｆ　　　
http://www.zenkokubousai.or.jp

〒103-0001　

申込及びお問い合せ先　：　公益社団法人　全 国 防 災 協 会

【図書購入申込については，裏面をご利用下さい｡】
◎(公社)全国防災協会の会員等（正会員（個人・団体)，賛助会員，国，都道府県及び市町村）の方は必要事項をもれな
くご記入の上，FAXにてお申し込み下さい｡

◎会員等以外の方は東京官書普及㈱シビルBooks(送料あり)にお申込み下さい｡

第三章　災特事業
第四章　助成事業
第三編　補助事業関係
第一章　交付申請等
第二章　施越工事
第三章　繰　越
第四章　未竣功工事
第五章　残存物件
第六章　激甚災害対策特別緊急事業
第七章　河川災害復旧等関連緊急事業
第四編　激甚災害法関係
第五編　東日本大震災関係
第一章　東日本大震災関係法令等
第二章　公共土木施設災害復旧関係
第六編　災害対策関係法令
第一章　災害対策基本法関係
第二章　大規模地震対策
第三章　地震防災対策
第四章　津波防災対策
第五章　活動火山対策
第六章　大規模災害復興関係
第七編　災害復旧事業の権限代行関係
第八編　水防法関係

第一編　災害復旧事業関係
第一章　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法関係
第一節　基本法令等
第二節　組織法令
第三節　覚書及び共同通知
第二章　災害復旧事業の実施手続き関係
第一節　国庫負担率算定関係
第二節　応急復旧
第三節　災害報告
第四節　事前打合せ
第五節　災害復旧事業の設計書
第六節　査定関係
第七節　再調査
第八節　国庫負担金交付等関係
第九節　設計変更
第十節　成功認定
第十一節　剰余金
第十二節　災害復旧事業の適正執行
第十三節　査定設計委託
第十四節　支援制度

第二編　改良復旧事業関係
第一章　関連事業
第二章　特定関連事業

本書の内容

災害査定等，災害関係業務に携わる方々の実務書として，この機会に是非お求めください｡

　この法令例規集出版後に改正、追加等された法令、通達等は、協会ホームページ中の「平成29年版災
害関係法令例規集のフォローアップ情報」で、公開します。（本書に印刷されているIDとPasswordが必
要です。）

New 法令例規集のフォローアップ情報公開始めます

A5判　ビニールクロス上製本　総頁1,200頁　＊頒価6,910円（消費税込み)
会員等※の方は５％引きで6,560円（消費税込み　送料協会負担)
※｢会員等」とは正会員（個人・団体)，賛助会員，国，都道府県及び市町村の方です｡

災害関係法令例規集（平成29年版）

新刊のご案内
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自然災害カレンダー（ １月） 文責　加藤　昭発災年：西暦、（ユ：ユリウス暦
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平成29年　発生主要異常気象別被害報告 平成29年12月15日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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